
事業費計  （A）

財
源
内
訳

事
業
費

人
件
費

3,697

千円 12,396 14,049 15,041

所要人員（年間）

千円 14,700 14,700 14,700

人

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

事務事業名 公営住宅管理事業

担当課 建設課、産業建設課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

建築住宅グループ
活動指標（実施状況） 単位

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

470 460 450

516

担当係

100

94 95 90

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

2
＜生活環境＞自然や風土と共生する安心で豊かな
まち

1 8 515 500 4806 1
ア 住宅管理戸数 戸

（ 個 別 目 標 ） 1

486 476

100 100
憩いにあふれ住みたくなるまち 主な費目 修繕料、委託料 イ 入居率 ％

100

（ 施 策 ） 1 公営住宅等の整備 成果指標（成果・効果）

（ 基 本 目 標 ） 4 魅力的で、安心して暮らせるまちをつくる

100 100

総
合
戦
略

％

単位
(目標) (目標) (目標)

ア 収納率（現年度分）

(2)事業概要

昭和27 年度～

年度（ 年間）

6年度 7年度

（ 施 策 ） 1 快適な生活支援プロジェクト

(A)　＋　(B)

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

人件費概算  (B)

(1) 総事業費の推移 単位
2年度

(実績・決算)

一般財源 千円

4年度

その他特定財源 千円

(目標)(目標)

3年度

(計画・予算)

国県支出金 千円 100125 115

12,271 13,934 11,216 15,007 14,900 14,900

128 100 100

有
効
性
評
価

事業期間

100

(4)評価 所管課による評価

イ

5年度

(実績・決算) (実績・決算) (計画・予算)

対象 市営住宅入居者、入居希望者
100

(目標)

(実績) (実績) (実績)

14,700 14,700 14,700

(計画・予算)

100 100

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

志布志市住宅マスタープラン・公営住宅長寿命化計画に基づ
き、ストック住宅の年次的計画的な維持管理を実施すること
は、市民のニーズに対応した良質な住環境の整備に直接結び
ついているため、事業の効果は高いと考えている。
適切な滞納対策を実施し、長期滞納者の解消や発生防止に努
め、滞納額の減少を図っている。
公営住宅法に基づく国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与
するための事業であり、廃止は行えない。

97 9899

100 100

15,107 15,000 15,000

2.625 2.625 2.6252.625 2.625 2.625

開
始
経
緯

必
要
性

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

収納率100％を目指して、滞納月が増えないうちに、早期の
納付を促していく必要がある。
ストック改善や解体工事、修繕対応等を適正に行っていくこ
とで、市民のニーズや需要にあった住宅管理を行っていきた
い。

実
施
状
況

効
率
性
評
価

事
業
内
容

住宅に困窮する低所得者等に、低廉な家賃で良質良好な住宅環境を供給し、安全で安心して生活できるまちを
つくる。

市営住宅入居者の募集、入退去手続き、家賃決定・収納等の管理を行う。
公営住宅等の建物、設備等の年次的な改修、修繕及び周辺環境における維持管理を行う。

29,700 29,700

事
業
目
的

千円 27,096 28,749 29,741 29,807

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

本庁・支所間で連携をとり、事務の効率化を図っている。
令和４年度の収納率（現年度分）は、98.46％である。
需要と供給のバランスを注視しつつ、旧耐震基準で建てられ
たものは政策空家と位置づけ、棟毎に空家となった時点で取
壊しを行うことで維持管理費の削減や効率化を図っている。

成
果

課
題

〇

公営住宅法（昭和26年）を基に、国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を
整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸し、又は転貸することにより、国民生活
の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的として開始された。最も古い住宅は昭和27年に建てられてい
る。

令和５年４月１日現在
管理戸数476戸（公営384戸、特公賃46戸、市単独46戸）

適正な修繕や年次的計画的な改修を実施してきたことで、安心して生活できる住環境の確保ができている。

収納率の向上や、老朽化した住宅の修繕増、単身での入居可能化対応を含む入居要件の緩和が課題である。また、入居者
の高齢化に伴い、簡易な住環境整備等について適正な維持管理を行えない住宅が発生してきている。今後は、法改正に伴
う畳襖の貼替え等の通常損耗や経年劣化による修繕の市の負担増や、年数の経過した住宅設備の修繕において、交換部品
の生産中止による修繕不可事例が発生に伴う定期的、計画的な設備更新が必要となってくる。

効率化

改
革
改
善
案

指定管理者制度の検討。市営住宅の譲渡等を行い管理戸数を減らす。

廃止終了拡充 現状維持 改善



事業費計  （A）

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

4

事務事業名 市営住宅等老朽化対策移転事業

担当課 建設課、産業建設課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

建築住宅グループ
活動指標（実施状況） 単位

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

5 5 5

3

担当係

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

2
＜生活環境＞自然や風土と共生する安心で豊かな
まち

1 8 10 10 56 1
ア 移転世帯数 世帯

（ 個 別 目 標 ） 1 憩いにあふれ住みたくなるまち 主な費目 補助金、補償金

6

（ 施 策 ） 1 公営住宅等の整備 成果指標（成果・効果）

31 26 21
老朽化した市営住宅の入居者

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

4 魅力的で、安心して暮らせるまちをつくる

対象

単位

ア 移転対象世帯数 世帯

イ

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

42

35 32

36 32

(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円 1,405 1,255 1,155

千円 2,107 1,828 1,855

国県支出金 千円

(4)評価

784

1,405

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)

所要人員（年間） 人 0.140 0.140 0.140 0.140 0.140

千円 2,107 1,828 1,855

千円 784 784 784 784 784

1,255

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

移転費用を補填することで、移転の交渉ができる。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

移転希望者が新たな住居に入居でき、安心・安全な住宅の確
保ができる。

効率化 廃止終了

1,155

0.140

（ 施 策 ） 1 快適な生活支援プロジェクト 事業期間
平成28 年度～

年度（ 年間）

2,612 2,639 2,189 2,039 1,939

(2)事業概要

事
業
目
的

老朽化した市営住宅等から安心・安全な住宅への移転推進を図ることを目的とする。

事
業
内
容

移転希望者の退去手続き（移転・協力費助成）、家賃補助等の事務を行う。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 2,891

開
始
経
緯

必
要
性

一番古い住宅は、昭和27年に建築された住宅で、既に耐用年数を過ぎている。老朽化した市営住宅等から「安
心・安全な新たな住宅」への移転を推進するための事業。

実
施
状
況

令和４年度実績
家賃低廉化補助金　13戸　　468,600円
移転・協力費　　  ６戸　1,386,000円

成
果

家賃低廉化補助金、移転・協力費を支給することにより、市民の安心で安全な住宅を供給することができる。 改
革
改
善
案課

題
家賃が安価であるため継続して住み続けたい、住み慣れた住宅から離れたくないなどの理由からなかなか移転
が進まない。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

住み慣れた場所を離れたくない又、希望する市営住宅の空き
がない等の理由から移転が進まない状況である。



事業費計  （A）

イ 相談受付件数 件
2

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

2 2

2

事務事業名 がけ地近接等危険住宅移転事業

担当課 建設課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

建築住宅グループ
活動指標（実施状況） 単位

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

10 10 10

10

担当係

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

2
＜生活環境＞自然や風土と共生する安心で豊かな
まち

1 8 10 10 106 2
ア 広報活動 件

（ 個 別 目 標 ） 5 誰もが安心できる災害に強いまち 主な費目 負担金及び交付金

1

2 2 2

4 0 2

（ 施 策 ） 4 防災・減災対策の充実 成果指標（成果・効果）

1 1 1
対象危険住宅の居住者

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

4 魅力的で、安心して暮らせるまちをつくる

対象

単位

件
2 0

ア 調査件数 件

イ 申込処理件数
0

1

1 1 1

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

1

3

1 1

0 0

1 1

(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円

千円 4

国県支出金 千円

(4)評価

140

0

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)

所要人員（年間） 人 0.200 0.025 0.025 0.025 0.025

千円 4 0 0

千円 1,120 140 140 140 140

0

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

危険建物の除却は実費助成、移転先住宅の建設等に伴う助成
は借入金に伴う利子補給であるため、事業費削減は困難であ
る。
年度事業量に変動はあるが、現地調査及び事務業務は職員で
実施しており、事業費削減に努めている。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

対象物件は、建築基準法40条に基づくがけの区域に昭和46年
以前に建築された住宅、及び土砂災害防止法第９条に該当す
る地域等に建つ住宅である。
老朽化によって危険住宅の解体は進んでいくことが想定され
るが、居住者の多くが高齢者であり、借り入れができない可
能性が高い現状である。
安全、安心な住環境の確保の観点から、事業の廃止は出来な
い。

効率化 廃止終了

0

0.025

（ 施 策 ） 1 快適な生活支援プロジェクト 事業期間
昭和46 年度～

年度（ 年間）

140 140 140 140 140

(2)事業概要

事
業
目
的

昭和46年以前に建てられたがけ地に近接する危険住宅の居住者について、安全な場所へ移転（建替え等）を進
めることで、市民の安全安心な住生活を確保する。

事
業
内
容

がけ地に近接する危険住宅の居住者に対して事業対象の可否を調査し、対象となる住宅の解体費用、移転に伴
う住宅確保に要した借入に対する利子補給を行う。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 1,124

開
始
経
緯

必
要
性

がけ地に近接する災害発生率の高い地域について、国は急傾斜地崩壊防止事業等で安全の確保に努めてきた
が、我が国は急傾斜が多いにもかかわらずこれに該当しない地域が多く、これまでも昭和46年の台風襲来事に
は九州南部を中心に多くのがけ地崩壊が発生した。鹿児島県は特に災害を起こしやすいシラス地帯であるた
め、急傾斜事業等の対象とならない地域への新たな助成制度として、この事業が始まったところである。

実
施
状
況

昭和46年当時の危険住宅戸数は志布志市で427戸であり、その大半が平成11年までに既に移転済みである。しか
し、当時の調査漏れも含め、まだ危険住宅が存在している現状であり、昭和46年以前の住宅が事業対象で、居
住者の高齢化が進んでいること、移転助成が主に借り入れに伴う利子補給であることから事業申請者が激減し
ている。合併後、平成21年に危険住宅の解体補助の実績あり。それ以降近年において実績はない。

成
果

広報活動の結果、令和２年度において、２件の申し込みがあったが、申請者の理由により取り下げがなされた
ため、活用した事例は発生していない。 改

革
改
善
案課

題

昭和46年以前建築の住宅が事業の対象であり、居住者の高齢化により建替えに伴う借入等が困難となってきて
いるため、事業実施の申請者が見込めない。相談はあるが、がけや入居者の居住状況が条件を満たしていな
い、移転までに時間がかかる等の理由から、申請に至らないケースが多い。対象となる危険住宅については自
然減となっている。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

急傾斜災害危険区域等に建設された昭和46年以前の住宅にお
いて、国及び鹿児島県の事業目的に倣い、災害における被害
を最小限にするため、今後も広報活動を行いながら危険住宅
の移転に努める。



10

事業費計  （A）

イ
建設・改善・維持保全件
数

件
10

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

10 10

3

事務事業名 公営住宅整備事業

担当課 建設課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

建築住宅グループ
活動指標（実施状況） 単位

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

1 0 0

3

担当係

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

2
＜生活環境＞自然や風土と共生する安心で豊かな
まち

1 8 4 4 16 3
ア 入居者説明会開催数 件

（ 個 別 目 標 ） 1 憩いにあふれ住みたくなるまち 主な費目 社会資本整備総合交付金

1

5 5 5

6 12 12

（ 施 策 ） 1 公営住宅等の整備 成果指標（成果・効果）

350 345 345
公営住宅の居住者

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

4 魅力的で、安心して暮らせるまちをつくる

対象

単位

％
95 97

ア 工事対象管理戸数 戸

イ 建設事業進捗率
100

345

100 100

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

95

353

353 350

350 350

97 100

(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円 28,690 54,923 53,641 10,600 42,000 42,000

千円 1,206 331 1

国県支出金 千円

(4)評価

0

1,680

10,600

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)

所要人員（年間） 人 0.300 0.300 0.300 0.200 0.300

千円 58,600 71,723 76,635

千円 1,680 1,680 1,680 1,120 1,680

28,704 16,469 22,993 0 0

42,000

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

・委託及び工事等においては、競争入札により適正化、効率
化を図っている。
・品質確保の観点から、業者への指導、検査が必要であるた
め、人件費の削減はできない。
・公営住宅整備基準に基づいて、建設を行う。
・公営住宅法により、入居基準及び家賃が定められているの
で公平である。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

・老朽化の進んだ住宅は早期に解体を進め、市民のニーズに
対応した良質な住宅ストックの整備を行うことで住環境を改
善できる。ただし、建替えには、現在の入居者の理解と同意
（転居）が必要である。
・老朽化した旧耐震基準の住宅は危険であり、入居者の安
全・安心な生活を確保するため、早急な整備を要する。
・社会資本整備総合交付金事業に基づく事業であるため、他
事業との統合整備は困難である。

効率化 廃止終了

42,000

0.300

（ 施 策 ） 1 快適な生活支援プロジェクト 事業期間
平成30 年度～

令和９ 年度（ 年間）

73,403 78,315 11,720 43,680 43,680

(2)事業概要

事
業
目
的

市の管理する公営住宅について、入居者の安全安心な住環境を確保するために、旧耐震基準で建設された耐用
年数を大幅に超過した老朽化の著しい狭小住宅は建て替えを、新耐震基準で建設された住宅は現代のニーズに
あった改善を、年次的、計画的に実施することで、適切な公営住宅の管理運営を行う。

事
業
内
容

公営住宅の建替え、既存公営住宅における安全性改善改修及びバリアフリー化、周辺環境の整備。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 60,280

開
始
経
緯

必
要
性

既存公営住宅の大半は高度成長期に建設された老朽化の著しい狭小住宅であり不便で危険であることから、公
営住宅ストック総合活用計画に基づく計画的な建替えを、また、耐用年数を経過していない住宅については、
計画に基づく現代のニーズにあった全面改修を開始した。平成24年度以降、公営住宅等長寿命化計画の策定、
更新を行い、それに基づく公営住宅等の長寿命化を図ることでライフサイクルコストの縮減につなげている。

実
施
状
況

長寿命化計画に基づき、沿岸部を除く公営住宅の建て替えについては平成30年度に完了し、既存公営住宅にお
ける３点給湯、外壁屋上改修、バリアフリー化、また、駐車場整備など周辺環境に配慮した整備を令和４年度
で完了した。今後は、ユニットバス化されていない住宅について年次的な改修を実施することで、入居者の住
環境の整備を図る。

成
果

平成30年度　　宮脇団地建替整備　１棟４戸　　山重団地改善整備　１棟６戸
令和１､２年度 松山団地改善整備　１棟６戸(計２棟12戸）
令和３年度　　桜山団地改善整備　１棟６戸
令和４年度　　尾野見団地改善整備　１棟６戸

改
革
改
善
案課

題

社会資本整備総合交付金による整備を行っているが、近年における財源の配分減など市の財政における負担が
大きくなってきているため、今後の整備においては計画的な執行に努め、建物の維持管理におけるサイクルコ
ストを考慮しながら、適正な維持管理に取り組む必要がある。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

・公共工事のコスト削減を目標に掲げ、コスト意識をもった
事業執行を実施している。
・保全を行うことにより工事費の削減が可能である。



事業費計  （A）

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

27

事務事業名 公営住宅解体事業

担当課 建設課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

建築住宅グループ
活動指標（実施状況） 単位

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

10 10 10

16

担当係

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

2
＜生活環境＞自然や風土と共生する安心で豊かな
まち

1 8 16 16 196 3
ア 解体戸数 戸

（ 個 別 目 標 ） 1 憩いにあふれ住みたくなるまち 主な費目 工事請負費

16

（ 施 策 ） 1 公営住宅等の整備 成果指標（成果・効果）

357 357 357
市民
事務事業

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

4 魅力的で、安心して暮らせるまちをつくる

対象

単位

ア
管理戸数
（長寿命化計画目標）

戸

イ

357

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

516

357 357

486 476

(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円 11,066 19,630 13,121 13,500 10,000 10,000

千円 1 298

国県支出金 千円

(4)評価

1,120

13,500

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)

所要人員（年間） 人 0.200 0.200 0.200 0.200 0.200

千円 11,066 19,631 13,419

千円 1,120 1,120 1,120 1,120 1,120

10,000

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

解体工事においては、指名競争入札により適正化効率化を
図っている。
老朽化した住宅の解体は緊急性が高いこと、工事費と委託料
のみの事業費であることから、削減は困難である。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

解体、整地を実施した後、建替え計画のない敷地については
所管替えを実施することで、分譲地としての販売や払い下
げ、学校敷地としての有効活用が期待される。
老朽化した住宅が放置されれば、防犯などの地域環境も悪化
する。

効率化 廃止終了

10,000

0.200

（ 施 策 ） 1 快適な生活支援プロジェクト 事業期間
年度～

年度（ 年間）

20,751 14,539 14,620 11,120 11,120

(2)事業概要

事
業
目
的

公営住宅等長寿命化計画において、建替え、用途廃止と判断された老朽化の著しい狭小住宅等について入居者
の移転を進め、空き家となった時点で解体撤去を実施することで、周辺環境への配慮及び安全確保を図る。

事
業
内
容

耐用年数を大幅に経過した老朽化の著しい狭小住宅等について、建替えまでに時間を要するものや、住宅の敷
地として管理に適さない狭小な敷地に建っているものを、空き家となった時点で解体、整地を実施する。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 12,186

開
始
経
緯

必
要
性

耐用年数を大幅に超過した老朽化の著しい狭小住宅について、入居者の退居後放置すると地震による倒壊や、
台風時に飛散の恐れがあり、また、景観を損ね周辺環境への悪影響を及ぼすため事業を開始した。

実
施
状
況

政策空家となった住宅を順次解体している。

成
果

老朽化している住宅において順次解体を行うことで、周辺環境への配慮や、耐震化やバリアフリー率の改善が
図られている。 改

革
改
善
案

老朽化移転事業などを活用し、現在居住されている方が安全な住環境により生活で
きるよう、危険住宅からの移転に努め、危険住宅の解体を進める。課

題
移転事業を進めることで入居者の安全な住環境の確保に努めているが、老朽化が進んだ住宅に現在も居住され
ている方は、高齢化や住み慣れた住宅から転居を望まない方もいる現状である。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

公営住宅等長寿命化計画に基づき、将来管理戸数を10年間で
357戸とする目標としており、危険住宅の解体が目的とおり
進めば実現可能である。



事業費計  （A）

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

101

事務事業名 住宅リフォーム助成事業

担当課 建設課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

建築住宅グループ
活動指標（実施状況） 単位

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

67 67 67

84

担当係

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

1
＜都市基盤＞「郷と郷」｢人と人｣｢物と物｣のつな
がりがあるまち

1 8 67 67 676 1
ア 補助金申請件数 件

（ 個 別 目 標 ） 2
適切かつ計画的な土地利用によるコンパクトなま
ち

主な費目 補助金及び交付金

79

（ 施 策 ） 1 地域課題に応じた計画的な整備 成果指標（成果・効果）

100,000 100,000 100,000
市民

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

2 ひとや企業とのつながりを築く

対象

単位

ア 工事経費総額 千円

イ

100,000

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

103,537

100,000 100,000

152,991 101,210

(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円 10,872 13,781 11,939 12,000 12,000 12,000

千円

国県支出金 千円

(4)評価

560

12,000

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)

所要人員（年間） 人 0.100 0.100 0.100 0.100 0.100

千円 10,872 13,781 11,939

千円 560 560 560 560 560

12,000

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

事業費は全て補助金。
補助事業のため、事業費の削減は利用者の減少につながる。
短期事業での補助率の変更は、利用における条件が異なって
くることから不公平。

拡充 〇 現状維持 改善

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

・補助率や補助内容を見直すことで、成果向上は図られる。
・雇用拡大に結びつき、住みやすさや住環境の満足度の向上
が期待でき、移住定住の促進にもつながる。
・基本的に影響はないが、他に景気対策が必要である。
・移住定住対策及び空き家対策に影響あり。

効率化 廃止終了

12,000

0.100

（ 施 策 ） 2 移住定着拡充プロジェクト 事業期間
年度～

年度（ 年間）

14,341 12,499 12,560 12,560 12,560

(2)事業概要

事
業
目
的

地域経済対策及び移住・定住人口の増加を図る。

事
業
内
容

住宅・空き家のリフォーム等を行う者が、市内の事業者を利用して修繕、改修及び増築工事を行う場合にその
経費の一部に対して補助を行う。

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 11,432

開
始
経
緯

必
要
性

全国的な物価高騰、石油価格の高騰により、景気回復への道のりが不透明となっていることから、市内中小の
商工業者の活性化、雇用の促進を目的に企画した。住宅・空き家リフォームについては、関係する事業者の裾
野が広いことから、補助制度を活用して地域経済の活性化及び移住定住を図る。

実
施
状
況

住宅・空き家リフォーム助成　工事費20万円以上が対象　リフォーム費用の15％ 上限15万円
　　　　　　　　　　　　　　耐震診断費用の2/3 上限6万円、耐震改修費用の1/3 上限30万円
危険ブロック塀撤去助成　　　対象工事費の1/2 上限15万円
止水板等設置助成　　　　　　対象経費の2/3 上限50万円　　　　令和３年度101件、令和４年度79件

成
果

市民からの要望も多く、70件から100件程度の受付を行い、例年9月時点では予算が消化されている。 改
革
改
善
案課

題
利用条件において、助成の限度額増額の要望や、リフォーム内容の違いによる複数回利用可能等の要望があ
る。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

住宅・空き家リフォーム助成については、引き続き一定の需
要があり、前年度も補正予算での対応をしている。広報誌、
ホームページ等を活用して、関連する移住定住事業と連携を
図りながら情報発信に努めたい。



31

事業費計  （A）

イ

事務事業マネジメントシート
作成日

6年度 7年度

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

日作成令和 5 年　 7 月 1

38

事務事業名 ＰＦＩによる地域優良賃貸住宅整備事業

担当課 建設課 (3)指標の推移 2年度 3年度 4年度 5年度

建築住宅グループ
活動指標（実施状況） 単位

令和 5 年度

(目標)

予算科目

会計 款 項 目 備考 (実績) (実績) (実績)

90 90 90

-

担当係

まちづくりﾌﾟﾗﾝ
（ 基 本 目 標 ）

振
興
計
画
体
系

2
＜生活環境＞自然や風土と共生する安心で豊かな
まち

1 8 - 90 906 3
ア 入居率 ％

（ 個 別 目 標 ） 2 安全で安定した水が確保されるまち 主な費目 公有財産購入費及び委託料

54

（ 施 策 ） 1 良質で安定した水の供給 成果指標（成果・効果）

1.06 1.03 1.01
市民及び
ＳＰＣ（特別目的会社）

（ 基 本 目 標 ） 総
合
戦
略

2 ひとや企業とのつながりを築く

対象

単位

ア ＤＳＣＲ（収入/支出）

イ

(目標)

(実績) (実績) (実績)

(目標) (目標) (目標) (目標) (目標)

1.01

1.00 1.06

0.99 0.98

(1) 総事業費の推移 単位

有
効
性
評
価

その他特定財源 千円 256 5,072 14,742 14,742 14,742

千円 990 1,066 10,178

国県支出金 千円

(4)評価

2,664

560

17,406

所管課による評価
(実績・決算) (実績・決算)

2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度

(実績・決算) (計画・予算) (計画・予算) (計画・予算)

所要人員（年間） 人 0.350 0.100 0.100 0.100 0.100

千円 990 226,036 17,405

千円 1,960 560 560 560 560

0 224,714 2,155 2,664 2,664

17,406

・事業効果向上
・事業費削減
・事務の効率化
・費用対効果
・財政負担の必要性
・関係者との連携

地域優良賃貸住宅の管理・運営は、民間事業者で行うことか
ら、業務時間の削減に繋がる。
民間事業者のノウハウにより入居率の向上が見込め、空室リ
スク等による財政負担の軽減を見込める

拡充 現状維持 改善 〇

効
率
性
評
価

・市民のニーズ
・事業の効果
・政策との整合性
・事業を廃止の影響
・類似事業との連携
・公平性

第２次振興計画において個別目標として「憩いにあふれた住
みたくなるまち」との位置づけがあり、住宅等の充実整備を
図っていく必要がある。

効率化 廃止終了

17,406

0.100

（ 施 策 ） 2 移住定着拡充プロジェクト 事業期間
令和元 年度～

令和33 年度（ 年間）

226,596 17,965 17,966 17,966 17,966

(2)事業概要

事
業
目
的

公共施設等運営権利制度を活用したＰＦＩ事業や、収益施設の併用など利用料金等で費用回収するＰＦＩ事業
などの公的負担の軽減が図られる事業を例に、民間提案を活用した新たな住宅整備を実施、検証する。

事
業
内
容

地域優良賃貸住宅の整備、管理監督

年
間
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事
業
費

財
源
内
訳 一般財源

人
件
費 人件費概算  (B)

(A)　＋　(B) 千円 2,950

開
始
経
緯

必
要
性

地域が必要とする公的住宅へのニーズについて、民間のノウハウによる質の高いサービスの導入や、財政の平
準化等を図ることを目的としたＰＦＩ事業による住宅整備に取り組んだ。

実
施
状
況

地域優良賃貸住宅を官民連携により２４戸整備し、令和３年10月から入居募集を開始した。

成
果

令和３年10月より供用を開始し、指定管理者により公民連携における公営住宅（地域優良賃貸住宅）の維持運
営が行え、財政支出の平準化等一定の効果に寄与している。 改

革
改
善
案

入居促進活動をＳＰＣと推進を図ることで、今後の入居率の改善及びＤＳＣＲの改
善が望まれる課

題
制度理解が難しく、市での取り組み事例もないことから取り組みの流れにおいて課題が残る。また、地域コ
ミュニティの形成の為、入居率の改善を行う必要がある。

達
成
度
評
価

・数値目標
・目指す状況
・実現性
・情勢、環境の変化
・事業期間

事業運営においてモニタリングを行いながら、事業期間31年
間における財政負担の平準化を見込める


